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 第１章 総則 

（目的） 

第１条 この達は、陸上自衛隊の駐屯地（市ヶ谷駐屯地は中央業務支援隊長が供

用を受けている建物に限る。）、分屯地、演習場、訓練施設、自衛隊中央病

院及び自衛隊地方協力本部（以下「駐屯地等」という。）における電気施設

の取扱いについて必要な事項を定め、保安の向上と電力使用の合理化を図る

ことを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この達において用いる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとおり

とする。 

(１) 法 電気事業法（昭和39年法律第170号）をいう。 

(２) 規省令第77号 電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第77号） 

をいう。 

  (３) 資省令第52号 電気事業法の規定に基づく主任技術者の資格等に関す

る省令（昭和40年通商産業省令第52号）をいう。 

  (４) 技省令第52号 電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通

商産業省令第52号）をいう。 

  (５) 電気施設 法第２条第１項第18号に定める電気工作物（ただし、防衛

省設置法（昭和29年法律第164号）第４条第13号に規定する装備品等のう

ち国有財産以外のもの（以下「装備品等」という。）にあっては駐屯地

等の電気工作物に接続して使用する電気工作物に限る。）及び避雷設備

をいう。 

  (６) 電気機器 電圧30ボルト以上の電気を使用し、かつ、駐屯地等の電気工

作物に接続して使用する電気機械、電気器具及び電気設備をいう。 

  (７) 業務隊長等 駐屯地業務隊長（駐屯地業務隊を置かない駐屯地にあって

は、駐屯地業務を担当する部隊等の長）、中央業務支援隊長及び自衛隊

中央病院長をいう。 

（駐屯地司令の職務） 

第３条 駐屯地司令（中央業務支援隊長を除く。）は、方面総監の命を受け、

電気施設の維持、補修の計画及び実施について業務隊長等（中央業務支援隊

長を除く。）を指揮監督するものとする。 

（照度の基準） 

第４条 駐屯地等の施設における照度の基準は、別表第１のとおりとする。 

２ 検査、精密作業その他の業務でこの基準以上の作業面照度を必要とするとき

は、局部照明スタンド等の補助照明を併用するものとする。 

（力率の基準） 

第５条 駐屯地等の受電地点における平均力率は、95 パ－セント以上に保持す

るものとする。 



第２章 維持管理 

（法令に基づく手続等） 

第６条 方面総監は、当該方面区内の駐屯地等（市ヶ谷駐屯地及び自衛隊東京

地方協力本部を除く。）の自家用電気工作物について、各経済産業局（以下

「経産局」という。）が管轄する地域ごとに、法第42条に定める保安規程を

一括して制定し、管轄の経済産業局長に届け出るものとする。これを変更し

た場合も同様とする。 

２ 中央業務支援隊長は、自衛隊東京地方協力本部の自家用電気工作物につい

て、法第42条に定める保安規定を制定し、管轄の経済産業局長に届け出るも

のとする。これを変更した場合も同様とする。 

３ 東部方面総監が自衛隊中央病院の電気工作物にかかわる保安規程を制定す

る場合は、当該病院長と協議の上、三宿駐屯地司令が管理する自家用電気工

作物の一部に含ませるものとする。  

４ 業務隊長等（中央業務支援隊長を除く。）が法に基づき管轄の経済産業局

長に手続を行う場合は、すべて方面総監を経由するものとする。  

５ 資省令第 52 号第４条第１項に定める実務の経験を有することの証明は、方

面総監、中央業務支援隊長又は自衛隊中央病院長がこれを行うものとする。 

 （業務隊長等） 

第７条 業務隊長等は、当該駐屯地等における電気工作物の維持管理及び保安

の業務を総括するものとする。  

２ 業務隊長等は、規省令第77号第52条第１項に定める主任技術者の免状を受

けている者又は資省令第52号第１章に定める主任技術者の資格を有する者の

うちから適任者を選定して、主任技術者を指定するものとする。この場合に

おいて、資格者がいないときは、現に電気関係業務の監督の職にある者のう

ちから適任者を選定して、規省令第77号第54条に定めるところにより経済産

業局長の選任許可を受けた後指定するものとする。  

３ 業務隊長等は、所管官庁が法に基づいて行う検査には、主任技術者を立ち

合わせるものとする。  

４ 業務隊長等は、一般用電気工作物について法第57条第１項に定める者から

調査の申出があったときは、支障のない限り承諾を与え、調査の結果法第57

条第２項の規定による通知を受けたときは、速やかに必要な処置を講ずるも

のとする。 

（主任技術者の指定の特例）  

第８条 業務隊長等は、駐屯地等から離隔して設置された自家用電気工作物の

全部を特定の部隊等が使用する場合は、当該部隊等の長が適任者として指名

した者を主任技術者に指定することができる。  

（主任技術者）  

第９条 主任技術者は、所掌する電気工作物について別表第２（その１）及び

（その２）に示す基準に基づき定期的に点検、手入れ及び測定を行い、当該

電気工作物が技省令第52号に定める技術基準に適合しているか否かを確認す

るとともに適合していない場合は、使用を一時停止させる等の措置をとるも

のとする。  



２ 主任技術者は、電気係員に対し所掌する電気工作物の保安について必要な

教育及び実地訓練を実施するものとする 

第10条 業務隊長等は、主任技術者が不在となった場合にその職務を代わって

行う者（以下「代務者」という。）をあらかじめ適任者のうちから選定し、

指名しておくものとする。  

２ 代務者は、主任技術者から指示された職務を行うものとする。  

（電気取扱責任者の指定）  

第11条 業務隊長等は、電気を使用する作業場等に電気取扱責任者を置く必要

があると認めるときは、当該作業場等の長に電気取扱責任者の指定を要求す

るものとする。  

２ 作業場等の長は、前項の要求を受けたときは当該作業場等の作業員のうち

から適任者を電気取扱責任者として指定し、業務隊長等に通知するとともに、

見やすい所に表示するものとする。  

３ 電気取扱責任者は、当該作業場等の電気工作物及び電気機器について主任

技術者の技術指導を受けて維持管理及び保安の実務を分担するものとする。  

（危険の表示）  

第12条 業務隊長等は、受電室その他600Ｖ以上の高圧の電気工作物が設置され

ている場所等で危険のおそれがあるところには、主任技術者、電気係員及び

電気取扱責任者以外の者の立入りを禁止し、かつ、「立入禁止」及び「高圧

危険」の表示を設けなければならない。  

（工事等の保安）  

第13条 業務隊長等は、電気工作物の工事等の保安に関し、次の各号に定める

事項について定めるものとする。  

(１) 作業責任者の指定とその責任に関する事項  

(２) 活線作業の禁止の範囲に関する事項  

(３) 主任技術者の立会検査の場合の処置に関する事項  

(４) その他業務隊長等が必要と認める事項 

（電気工作物の操作要領等）  

第14条 主任技術者は、所掌する電気工作物について次の各号に掲げる事項を

定めるものとする。  

(１) 平常時における電気工作物の運転又は操作の順序、方法及び連絡事項  

(２) 電気工作物の補修工事等のため臨時に電気の使用を停止する場合の作

業時間、停電時間、停電の範囲、危険区域の表示又は通知に関すること。  

(３) 事故又は災害等が発生した場合、危険と認める区域の送電停止処置要領

並びに電気事業者との連絡調整及び協力等に関する事項  

(４) 事故又は災害等の後の臨時精密検査に関する事項  

(５) 事故の再発防止又は災害等の場合の予防措置に関する事項  

(６) 作業用工具類の備付け、点検及び整備に関する事項  

(７) その他必要と認める事項  

（諸記録等）  

第15条 主任技術者は電気施設に関し、次の各号に定めるところにより記録す

るものとする。ただし、第２号に示す運転日誌は、500KW未満の受配電施設に



ついては省略することができる。  

(１) 第９条に定める測定を行った場合は、その都度様式第１から様式第８ 

までに示す各測定成績表  

(２) 受配電施設については、毎日受配電日誌（様式第９）及び運転日誌（様

式第10）  

(３) 第９条に定める定期点検及び手入れを実施した場合は、その都度業務隊

長等の定める様式により毎（月）年点検及び手入れ作業記録 

(４) 主要電気機器については、設置当初及び補修の都度補修台帳（様式第11）  

(５) 動力その他負荷設備については、年度当初に設備台帳（様式第12）  

２ 一般用電気工作物である作業場等の電気取扱責任者は、前項第５号につい

て記録するものとする。 

（書類等の保存）  

第16条 電気工作物に関する維持管理の記録、設計書、仕様書及び他省庁又は

電気事業者等に提出した書類の写しの保存期限は、当該年度経過後３年とす

る。  

第３章 電力の使用  

（電力の使用規制）  

第17条 業務隊長等は、電力の維持経費の節用上使用規制を行うときは、駐屯

地司令の統制を受けて隊員の営内生活に支障を与えない限度で実施するもの

とする。  

（装備品等たる電気機器の使用）  

第18条 部隊等の長は、装備品等たる電気機器を駐屯地等の電気工作物に接続

して使用しようとする場合は、事前に使用機器の種類、容量、使用期間等を

業務隊長等に通知し、その承認を受けるものとする。  

（受電設備容量の改善）  

第19条 業務隊長等は、供用を受ける駐屯地等（市ヶ谷駐屯地を除く。）の負

荷設備容量が増減した場合、その都度適正な受電設備容量に改善の措置をと

るものとする。 

（電気需給契約の種別等）  

第20条 業務隊長等（中央業務支援隊長を除く。）は、最も経済的な電気需給

契約が実施できるように、電気供給約款等に基づき適正な契約種別又は供給

方法を選定するものとする。  

（私有電気器具の使用許可）  

第 21 条 業務隊長等（中央業務支援隊長を除く。）は、隊員が私有の電気器具

を駐屯地等の電気工作物に接続して使用しようとする場合は、隊務運営に支

障のない範囲で使用許可を与えることができる。 

第４章 雑則  

（電線及び電柱等に関する注意）  

第22条 隊員は、電燈コ－ド等をガス管、水道管その他これに類する金属体に

接触させ又はくぎにかける等危害発生のおそれのある行為をしてはならない。 

２ 隊員は、電気工作物に接続した電気器具に異状を認めるときは、差込みを

抜くか又は手元スイッチを切る等の処置を行った後、直ちに電気係員に通報



するものとする。 

３ 隊員は、架空電線に接近する工作物又は装備品等に異状を認めるときは、

直ちに電気係員に通報するものとする。 

（感電者に対する応急処置） 

第23条 隊員は、感電者を発見したときは直ちに当該電路の開閉器を遮断した

後、感電者をその電線等からはずさなければならない。ただし、当該電路が

高圧（がいしに赤色の危険表示のあるもの。）のときは電気係員に通報して

その処置を待つものとする。 

２ 感電のため気絶した者に対しては、医官又は医師が到着するまで救命処置

を続けなければならない。 

（部外者との契約） 

第24条 業務隊長等（中央業務支援隊長を除く。）は、原則として部外者に対

し自衛隊の電気工作物を利用させないものとする。ただし、業務隊長等（中

央業務支援隊長を除く。）が業務の遂行上必要と認める場合は、当該駐屯地

等の契約担当官と電気工作物の使用に関する契約を締結させた後利用させる

ことができる。  

２ 前項に定める契約には次の各号に掲げる事項を具備するものとする。  

(１) 電気料金の分担に関する事項  

(２) 工事費の負担区分に関する事項  

(３) 使用電力量の制限に関する事項  

(４) 使用電気機械及び器具の点検、手入れ及び電気取扱責任者の指定に関す

る事項  

(５) 電気工作物の無断工事の禁止及び改善要求に関する事項  

(６) 契約違反に関する事項  

(７) その他契約担当官が必要と認める事項 

第25条 方面総監及び中央業務支援隊長は、第６条により届け出た保安規程の

写しを陸上幕僚長に１部提出するものとする。変更届出の場合も同じとする。  

（電気施設管理報告）  

第26条 方面総監及び自衛隊中央病院長は、電気施設管理年報（様式第13－２）

を５月15日までに陸上幕僚長に提出するものとする。（施定第６号）  

第27条 削除 

附 則  

１ この達は、昭和42年５月１日から施行する。  

２ この規則の施行以前にすでになされている保安規程の届出は、この規則に

よりなされたものとみなす。  

３ 第４条に定める照度の基準は、隊舎等の建替え又は年度業務計画に示す照

度改善計画に係る駐屯地等以外については、なお当分の間従来の基準による

ことができる。 

附 則（昭和44年12月27日陸上自衛隊達第122－69号）  

１ この達は、昭和45年１月１日から施行する。（ただし書略）  

２ この達施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、当分の間内容を修

正して使用することができる。  



附 則（昭和48年６月30日陸上自衛隊達第83－４－１号）  

この達は、昭和48年８月１日から施行する。  

附 則（昭和53年１月13日陸上自衛隊達第122－108号）  

この達は、昭和53年１月30日から施行する。  

附 則（昭和57年４月30日陸上自衛隊達第122－119号）  

１ この達は、昭和57年４月30日から施行する。 

２ この達施行の際現に保有する公印は、新たに作成するまでそのまま使用す

ることができる。  

３ この達施行の際現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して

使用することができる。  

附 則（昭和59年12月12日陸上自衛隊達第83－４－２号）  

１ この達は、昭和60年４月１日から施行する。  

２ この達施行の際、第４条に定める照度の基準は、隊舎の建替え又は年度業

務計画に示す照度改善計画に係る駐屯地等以外については、当分の間旧基準

によることができる。  

附 則（平成元年２月10日陸上自衛隊達第122－127号）  

１ この達は、平成元年２月10日から施行し、同年１月８日から適用する。  

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す

ることができる。  

附 則（平成５年３月18日陸上自衛隊達第83－４－３号）  

この達は、平成５年４月１日から施行する。  

附 則（平成６年３月16日陸上自衛隊達第83－４－４号）  

この達は、平成６年４月１日から施行する。  

附 則（平成９年１月17日陸上自衛隊達第122－132号）  

この訓令は、平成９年１月20日から施行する。  

附 則（平成10年３月20日陸上自衛隊達第122－139号）  

この達は、平成10年３月26日から施行する。  

附 則（平成12年３月27日陸上自衛隊達第122－155号）  

１ この達は、平成12年３月28日から施行する。  

２ この達の施行の日から檜町駐屯地の廃止の日の前日までの間は、改正後の

給水施設取扱規則第３条、電気施設取扱規則第１条、消防に関する達第１条

及びボイラ－及び圧力容器取扱規則第１条中「市ヶ谷駐屯地」とあるのは「市

ヶ谷駐屯地及び檜町駐屯地」と読み替えるものとする。  

附 則（平成18年７月26日陸上自衛隊達第122－211号）  

この達は、平成18年７月31日から施行する。  

附 則（平成19年１月９日陸上自衛隊達第122－215号）  

この達は、平成19年１月９日から施行する。  

附 則（平成20年７月23日陸上自衛隊達第122－228号）  

この達は、平成20年７月23日から施行する。  

附 則（平成21年２月３日陸上自衛隊達第122－230号）  

この達は、平成21年２月３日から施行する。  

附 則（平成23年４月１日陸上自衛隊達第32－19 号）  



この達は、平成23年４月１日から施行する。  

附 則（平成31年４月19日陸上自衛隊達第122－302号）  

この達は、平成31年５月１日から施行する。  

附 則（平成31年４月19日陸上自衛隊達達第122－302号） 

１ この達は、平成31年５月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す 

ることができる。 

附 則（令和４年３月31日陸上自衛隊達第83－４－５号） 

１ この達は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存するこの達による改正の前の様式（以下「旧様

式」という。）により使用されている書類は、この達による改正後の様式に

よるものとみなす。 

３ この達の施行の際、現に存する旧様式による用紙については、当分の間、

これを修正の上使用することができる。 

附 則（令和５年３月28日陸上自衛隊達第83－４－６号） 
この達は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月14日陸上自衛隊達第83－４－７号） 
この達は、令和６年４月１日から施行する。 

 
 



別表第１（第４条関係） 

照度基準 

照度範囲Ｌｘ 室等の例 

350－600  信務室、隊舎等事務室等  

300－500  
隊長室、会議室、通信室、  

幹部室、診療室、応接室等  

250－350  講堂、食堂、ちゅう房等  

200－500  
警衛所、工場等事務室、売店、教室、  

自習室、体育館、娯楽室、実習場等  

150－300  工場、隊員居室、当直室等  

100－250  受電室、洗面所、病室、廊下、便所等  

80－150  
格納庫、浴室、仮眠室、しょう舎等居室、階段、車庫、 

倉庫等 

 

（注）この照度は、各室等の全般照明について主として作業面（一般には床上 85 ㎝、

座業のときは床上 40 ㎝、廊下、屋外などは、床面又は地面そのものをいう。）に

おける水平面照度を示す。 

 



別表第２（その１）（第９条関係） 

毎月（年）点検、手入れ及び測定基準 
項 目 毎 月 毎 年 

備 考 
対 象 点検事項 

手入れ 

事項 
点検事項 

手入れ 

事項 
測定試験 

受
電
設
備 

母 線   母線の高

さ、たる

み、他物

との離隔

距離、損

傷、過熱、

接続部分

及びクラ

ンプ類の

腐食、変

色、緩み  

かび、じ

んあいの

清掃、不

良部分の

補修又は

交換、た

る み 取

り、がい

しみがき  

 

絶縁抵抗

測定  

母 線 の 絶

縁抵抗は、

各 相 ご と

に 一 括 測

定する。  

断路器 受 と 刃 の

接触過熱、

変 色 、 緩

み、汚損、

異物付着  

必 要 の 都

度清掃、不

良 部 分 の

補修  

「止め」

の機能点

検  

不良部分

の補修、

がいし清

掃  

〃 母 線 の 測

定 と 一 括

にて可  

遮断器（油

入Ｐ.Ｓ.を

含む。）  

外観点検、

汚損、油漏

れ、き裂、

過熱、発せ

い、損傷、

緩み  

同上  油量、変

形、操作

機構、付

属装置の

状態  

操作具合

手直し、

油 の 補

充、油量

の表示  

〃 〃 

避雷器 外 部 の 損

傷、き裂、

緩み、汚損 

同上  コンパウ

ンドの異

状  

がいし清

掃、不良

部分の補

修  

〃 

接地抵抗

測定  

 

 

計器用変成

器 

〃 変流器 

外 部 の 損

傷、腐食、

発せい、変

形、汚損、

異音、ヒュ

－ ズ の 異

状  

同上 緩み、き

裂、接地

線接続部

の異状  

不良部分

の補修  

絶縁抵抗

測定  

接地抵抗

測定 

 



項 目 毎 月 毎 年 

備 考 
対 象 点検事項 

手入れ 

事項 
点検事項 

手入れ 

事項 
測定試験 

受
電
設
備 

電力用コン

デンサ（高

圧）  

外 部 の 損

傷、漏油、

異 音 の 発

生  

本体、ブツ

シング、カ

バ － 等 清

掃  

各部の損

傷、腐食  

塗料のは

げ直し  

絶縁抵抗

測定  

 

配電盤  計器、表示

燈の異状、

開 閉 器 等

の異状  

清掃、計器

の 零 指 針

の修正  

配線のじ

んあい付

着、汚損  

   

危険防止さ

く 

さ く の 異

状、表示板

の異状  

清掃  朱書塗料

のはげ直

し、不良

部分の補

修  

  

蓄電池 液面、沈殿

物、色相、

極板湾曲、

隔離板、端

子 の 不 具

合、比重、

電圧、液温

の測定  

清掃、蒸留

水の補充、

補充電の

実施、直射

光のしゃ

へい  

木台、が

いしの損

傷、耐酸

塗料のは

く離、床

面の損

傷、充電

装置の異

状  

不良部分

の補修  

  

受電用変圧

器  

本 体 の 外

部点検、漏

油、汚損、

振 動 、 音

響、温度上

昇  

必 要 の 都

度清掃  

各部の損

傷、腐食、

過熱、油

量、発せ

い、変形、

緩み、接

地線接続

部の異状  

不良部分

の 補 修

（引下用

電線、プ

ライマリ

カツトア

ウトの更

新 そ の

他）  

絶縁抵抗

測定  

接地抵抗

測定  

外 部 点 検

は、特高用

変 圧 器 に

つ い て は

毎 日 と す

る。  

配
電
設
備 

配電用変圧

器  

受電用と

同じ。  

同上  同上  同上  同上   

 



項 目 毎 月 毎 年 

備 考 
対 象 点検事項 

手入れ 

事項 
点検事項 

手入れ 

事項 
測定試験 

配
電
設
備 

電線及び支

持物その他  

電線の地

上高及び

他の工作

物、樹木等

との離隔

距離、地上

変台用保

護さく等 

不良部分

の補修  

電柱、腕

木、がい

し、支線、

保護網な

どの損

傷、腐食、

電線取付

状態の点

検 

電柱、腕

木、がい

し、支線

等の更新

又はこれ

らを技術

基準に適

合させる

補修 

絶縁抵抗

測定  

 

ケ－ブル ヘツド、接

続 箱 等 の

ジ ヨ イ ン

ト 部 の 発

熱、損傷、

腐食、コン

パウンド、

油漏れ  

同上 ケ－ブル

腐食、き

裂、損傷

等  

端末処理

の 手 直

し、サド

ル止め、

埋設表示

板等の補

修  

同上  

負
荷
設
備 

照明器具 不点、変

形、コ－

ド、コネク

タ類の損

傷  

じんあい

の清掃（主

として使

用者が行

う。）  

汚損、損

傷、温度

上昇、照

度の低下

等  

不良部分

の補修  

同上 

照度測定 

 

屋内配線 開閉器の

点検、湿

気、じんあ

い等に注

意  

 端子の緩

み、過熱、

変色、ボ

ツクス内

点検  

同上 

老朽電線

の取替え  

絶縁抵抗

測定  

分電盤の

接地抵抗

測定  

電 気 取 扱

責 任 者 が

指 名 さ れ

て い る 作

業 場 に つ

いては、そ

の 者 が 行

う。  

 

 

 

 

 



項 目 毎 月 毎 年 

備 考 
対 象 点検事項 

手入れ 

事項 
点検事項 

手入れ 

事項 
測定試験 

負
荷
設
備 

動力機器

（電動機そ

の他）  

異音、振

動、電流ヒ

ユ－ズの

規格等に

注意  

端子等の

締め直し

その他  

各部の汚

損、緩み、

損傷、制

御装置、

接地線接

続部  

不良部分

の補修  

同上 清掃、注油

等 平 常 の

手入れは、

電 気 取 扱

責 任 者 が

行う。  

電熱機器

（その他の

機器）  

接続部の

緩み、変

色、異音、

異臭、温度

上昇等  

同上  各部の変

形、損傷、

緩み、可

燃物との

距離  

同上  同上  同上  

小形器具  同上  同上  同上  同上  同上  小形器具  

そ
の
他 

避雷設備   各部の異

常 の 有

無、設置

線接続部 

不良部分

の補修 

接地抵抗

測定 

 

漏電警報設

備  

作動試験  端子の緩

み直し  

各部の損

傷、腐食、

発せい、

緩み、汚

損  

同上  絶縁抵抗

測定  

 

予
備
電
源
設
備 

内燃機関係  燃料の漏

油、始動用

空気タン

クの圧力

又は蓄電

池の電圧、

始動時の

音響、振動 

機関の始

動停止、各

部の注油、

清掃、油み

がき等  

   電気取扱

責任者が

主となっ

て実施す

る。 

発電機関係 異音、異

臭、電圧、

磁界電流

等 

端子の締

め直し、注

油、清掃、

油みがき

等 

  絶縁抵抗

測定 

接地抵抗

測定 

同上 



別表第２（その２）（第９条関係） 

精密点検、手入れ及び測定基準 

試験等の名称 対 象 周期 実施の要領 備 考 

１ 絶縁油耐

圧試験 

遮断器 ２年 ２試料油による８回の測

定値から平均を求め、そ

の値が20KV以上あれば可

とする。  

方面隊等が保有する絶

縁耐圧試験器を２年の

周期をもって巡回管理

換として実施する。  

変圧器（電

圧調整器を

含む。）  

〃 同上  同上  

２ 保護継電

器特性試験 

継電器 〃 主として過電流継電器の

最小動作電流及び限時特

性試験を行い、同時に遮

断器のトリップ動作をチ

ェックする。  

方面隊等が保有する絶

縁耐圧試験器付属の継

電器特性試験器を使用

する。  

３ 予備電源

設備点検、

手入れ  

内燃機関

（施設管理

用）  

３年 付属工具を用いて機関主

要部分の分解手入れを行

う。ただし、取扱説明書

に記載の点検、手入れ法

によること。  

完全なオ－バホ－ルは、

製作者に外注して実施

する。オ－バホ－ルの周

期は、運転時間を勘案し

て決める。  

４ 油ろ過及

び内部点検 

遮断器  〃 内部点検は、受と刃の接

触過熱、変色、緩み、汚

損、き裂、油でい（スラ

ツシ）のたい積その他と

し、清掃後絶縁油の更新

を行う。  

絶縁油の更新は、耐圧試

験の測定値が20KV未満

であるか又は酸化度の

高い場合とする。  

変圧器（電

圧調整器を

含む。）  

〃 内部点検は、コイル、接

続部、リ－ド線、鉄心の

異状、コンパウンドのき

裂、油泥（スラツシ）の

たい積その他とし、清掃

後絶縁油の更新を行う。  

同上  

５ 電動機精

密点検  

各種電動機  10年 内部分解点検は、界磁線

輪、回転子、軸受部の清

掃点検等とし、そのほか

制御盤等の手入れとす

る。  

施設管理以外の電動機

については使用者又は

電気取扱責任者が実施

する。大型電動機（2.2KW

以上）については、当分

の間外注とする。  

６ 電気炉等

精密点検  

電気炉、電

気溶接機等  

〃 使用者又は電気取扱責任

者が外注して実施する。  

 

（注）主任技術者が第 14 条第４号により臨時に精密検査を実施する場合の基準はこ

の基準を準用する。 



様式第１（第１５条関係） 

配 電 線 絶 縁 抵 抗 測 定 成 績 表 

○○駐（分）屯地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

１ １枚の用紙に、２年分を記入する。  

２ 高圧配電線の場合は、変圧器１次側は切り離して測定する。 

 



様式第２（第１５条関係）  

屋 内 配 線 絶 縁 抵 抗 測 定 成 績 表 

○○駐（分）屯地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

１ 引込開閉器と主開閉器との間の回路は、別に測定し記入する。  

２ １枚の用紙に、２年分を記入する。  

３ 処置欄は、判定が技術基準に適合しないため処置を要する場合のみ記入する。  

４ ※印は記入例。 



様式第３（第１５条関係）  

変 圧 器 絶 縁 抵 抗 測 定 成 績 表 

○○駐（分）屯地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

１ １枚の用紙に、２年分を記入する。  

２ 処置欄は、技術基準に適合させるための巻替え等の要・不要につき記入する。 



様式第４（第１５条関係）  

機 械 器 具 絶 縁 抵 抗 測 定 成 績 表 

○○駐（分）屯地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

１ １枚の用紙に、２年分を記入する。  

２ ※印欄は、記入例。 



様式第５（第１５条関係）  

接 地 抵 抗 試 験 成 績 表 

○○駐（分）屯地 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

１枚の用紙に、２年分を記入する。 



様式第６（第１５条関係）  

絶 縁 油 耐 圧 試 験 成 績 表 

○○駐（分）屯地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

平均破壊電圧は、試料油１及び２の測定値のうち、それぞれの第１回の測定値を捨てた８回の破壊電圧の平均値とする。 
 



様式第７（第１５条関係）  

継 電 器 試 験 成 績 表  

○○駐（分）屯地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

１ 整定値は、試験時の値を記入する。  

２ 限時特性において 500％でできない場合は、300％で行う。 

 



様式第８（第１５条関係）  

照 度 測 定 記 録  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 



様式第９（第１５条関係）  

受 配 電 日 誌 

○○駐（分）屯地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

備考欄には、突発的停電、事故、災害の発生等を記入する。 



様式第１０（第１５条関係）  

運 転 日 誌 

（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

作業原因欄には、突発的故障、事前の防護措置等を記入する。 



様式第１１（第１５条関係）  

主 要 電 気 機 器 の 補 修 台 帳  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

１ 補修記録欄は、事故に対する事前及び事後措置（例：○年○月○日変圧器油取替え、○年○月○日遮断機のブッシング取

替え等）を記入する。  

２ 主要電気機器とは、遮断器（油入遮断機を含む。）、変流器、高圧配電盤、受電用蓄電池、高圧進相用コンデンサ、受電

用変圧器、地中電線（装備品等を除く。）及び電動機（装備品等を除き、容量 2.2KW 以上のもの）等で駐屯地等において電

気の使用のために設置する電気機器を示す。



様式第１２（第１５条関係）  

動 力 そ の 他 負 荷 設 備 台 帳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領：  

１ 該当駐（分）屯地の電灯及び電気機器について、契約種別ごとに記載する。この際、駐（分）屯地名欄の（ ）内には、

使用地域を記入する。  

２ 単変圧器、群変圧器ごとにそれらが給電する負荷を順次記入し、容量×台数欄の（ ）内には単相、３曹、併合の別、併

合の場合はその容量を、また合計欄には変圧器ごとの各負荷計を記入する。  

３ 動力の欄には３相の、その他機器の欄には単相の機器を記入する。  

４ 電気供給規定、同規則に基づき負荷容量は、入力（KW）で計算して記入する。



様式第１３－１ 削除 



様式第１３－２（第２６条関係） 
陸上幕僚長殿 
 

令和   年度 電気施設管理年報 
 （施定第６号） 

 
（区分） 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

 

発 簡 番 号 

発簡年月日 

発 簡 者 

記載要領：  

１ 平均人員は、当該年度当初における駐屯地等の所属人員数とする。 

 ２ 総使用電力量は、部隊者の使用及び私有機器の使用等を含んだ電気事業請求の電力量とする。  

 ３ 部隊使用電力料金は、総支払額から部隊者料金と私有機器料金を差し引いた額を記入する。  

 ４ 基本料金は、力率割引等を含んだ額を記入する。 


